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総務部の施策等の概要

１ 施策概要

（１）地域が自立できる行政体制の整備

市町への権限移譲については、市町の移譲希望事務が減少傾向にあるなどの近

年の状況変化等を踏まえ、これまでの権限移譲を推進するための計画に代えて、

今後の権限移譲の基本的な考え方を整理した「権限移譲方針」を令和６年１月に

策定し、当該「権限移譲方針」に基づき、事務処理マニュアルの作成・更新、権

限移譲事務の執行状況や体制点検の実施など、市町への積極的な支援に取り組ん

だ。

行政経営研究会については、自治体ＤＸに対応するＩＣＴ利活用などの多くの

市町に共通又は一律の対応が求められる重要課題や、金融機関から値上げを求め

られている窓口収納手数料等の市町が直面する課題のほか、多文化共生等、社会

情勢の変化により複雑高度化する行政需要に対応したテーマについて研究を行っ

た。今後も、県と市町間の行政課題の解決に資するよう取り組んでいく。

このほか、地域住民が支え合い、安心して暮らし続けることができる地域づく

りの推進のため、令和７年３月に改正された「半島振興法」に基づき、第５次伊

豆中南部地域半島振興計画を策定したほか、過疎地域等の条件不利地域において、

過疎地域へのイノベーション導入事業の実施や、静岡県過疎地域持続的発展計画

等の着実な進捗を図るなど、関係市町と連携して振興策を推進した。併せて、地

域コミュニティ活動の活性化のため、市町等の取組に助成した。

また、社会経済情勢の変化に即応した地域課題の解決に向け、知事と市町長が

意見交換を行う地域サミットを開催し、市町等と連携して魅力ある地域づくりを

進めていくことを確認した。

（２）“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組の推進

防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりを目指し、「ふじのく

にフロンティア推進区域」の早期完了に向けて事業支援を行った。

また、都市的サービスを提供する拠点相互の連携・補完により地域課題の解決

を図る「ふじのくにフロンティア推進エリア」は、取組の加速化に向けて事業支

援を行った。

さらに、デジタル技術等を活用しながら地域資源の活用と循環を図り、環境・

経済・社会が調和した持続可能な地域づくりを図る「ふじのくにフロンティア地

域循環共生圏」では、複数市町連携型１圏域４市町を認定し、累計８圏域23市町

となった。
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（３）開かれた県政等の推進

「公文書等の管理に関する条例」を令和７年４月から施行し、県施策の意

思決定や事業実施等を記録する公文書を適正に管理するための取組を進める

とともに、情報提供の推進に関する要綱に基づく政策形成過程情報の公表や

これに対する県民の意見を募集するパブリック・コメントの実施、審議会等

の会議録の公開、事務事業及び予算の執行実績並びに県が出資した法人の財

務諸表等の公開、職員の出張旅費に係る情報の公表などの情報提供施策を推

進した。また、歴史資料として重要な公文書の公開に努めるとともに、新た

な県史の編さんに取り組んだ。

今後も、県政への県民の信頼性の向上と県民参画による施策の推進を図る

ため、公文書は「県民共有の財産」であり「県民の知る権利を尊重する」と

いう基本姿勢に立ち、公文書の適正な管理を推進するとともに、公表すべき

行政情報の公表を徹底し、透明性の高い情報公開制度の運用を図る。

２ 職員の概要

（単位：人・歳）
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